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自動運転 5台に1台
普及に向け制度づくり

 経済産業省が『第4次産業革命』に向け、2030年時点の自動運転の目標作りを進める。
 国土交通省と連携しながら関連法制度の作り直しや、高速道路で実証実験も提案していく方針。
 全自動運転で事故が発生した場合の責任問題等、普及に向けて今後の法整備等が求められる。

（審査確認番号H28-TＢ236）

図表2：安全面など自動運転に懸念する人も・・・

出所：図表1は内閣府の資料、図表2は日本自動車工業会『乗用車市場動向調査（2015年）』を基にニッセイアセットマネジメントが作成

経済産業省が人工知能（AI）などを活用する『第4次産業革命』に向け、2030年時点の自動運転の
目標作りを進めています。自動車の5台に1台が自動運転になっていることを目標に、高速道路などで
の実証実験を進め、課題の洗い出しを行っていくようです。同省は国内での完全な自動運転車の市場
化時期の目標を、欧米等の状況を考慮し、当初の努力目標である2025年から前倒しする意向を9月の
関係会合で示しました（図表1）。
近年、国内の交通事故死亡者は年間およそ4,000人にも上っています。経済産業省は、自動運転技術
の進歩により衝突回避技術が確立されれば、わき見などの運転手が原因の死亡事故のリスクが大幅に
減少するとの将来像を描き、2030年代には運転手起因の事故を「限りなくゼロ」にするとの目標を打
ち出しました。また、現在約700万人に上ると言われる移動手段に困っている地方の『買い物難民』
も現在の10分の1に減らすことを掲げています。今後は、経済産業省の諮問機関である産業構造審議
会の部会において、目標達成に向けて、国土交通省と連携しながら関連法制度の作り直しの方向性を
探るほか、高速道路でのトラックの自動運転などの実証実験も提案していくようです。
しかし、『安全面に不安』を感じてる人や、『自分で運転をしたい』など自動運転車にあまり関心が
ないという意見もあるのが現状です（図表2）。また、もし全自動運転で事故が発生した場合、いった
い誰が責任を負うのかということが問題になることも見込まれており、今後は普及に向けての法整備
等もいっそう求められることになるかもしれません。

図表1：2025年には完全自動運転市場の誕生が見込まれる

【 自動運転車への関心度 】
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【 自動運転車に関心がない理由（複数回答） 】

※調査期間：2015 年8 月19 日～9 月17 日、回答数：1,000

※前倒し検討


